
１． 補助金等の名称  

２． 事業の目的及び内容            

(1) 目的  

(2) 具体的な内容

３． 交付先の公益法人の名称 財団法人　日本環境衛生センター

４． 交付実績額                     7,350 千円（Ａ）

５． 補助金等における管理費   

(1) 人件費 4,493 千円

(2) 一般管理費 563 千円

(3) その他の管理費

内容

千円

合計 0 千円

６． 外部への支出

(1) 外部に再補助・再委託等されているものに関する支出

支出内容 支出先

千円

合計 0 千円（Ｂ）

(2) (1)以外の支出

支出内容 支出先

千円

合計 0 千円

７． その他

内容

2,294 千円

合計 2,294 千円

８． 再補助・再委託等の割合 0 ％（Ｂ／Ａ）

補助金等支出明細書

大都市圏では、人口や経済活動の集中により大量の廃棄物が排出されているが、そ
の一方で、土地が高度に利用されていること等により最終処分場等の処理施設が不
足している。この結果、大都市圏の廃棄物は都府県を越えて広域的に移動して周辺
地域とのあつれきを誘因し、廃棄物の受入制限が進む結果となっており、その対策が
課題となっている。そこで、広域移動している廃棄物の主な種類やその循環利用・処
分等の状況も含めた広域移動の実態を把握し、その要因を分析、対策を検討すること
により、廃棄物広域処分場の計画策定のための基礎資料とするとともに排出都府県
の問題意識を喚起することにつなげる。また、平成20年3月に閣議決定された循環型
社会形成推進基本計画に記述されている地域循環圏の構築を促すためには、地域で
循環されることが適切なものについては廃棄物の広域移動を抑制し、各廃棄物の種
類ごとに社会的に最も負荷の少ない処理等の方法を検討することが望ましいことか
ら、そのための基礎的な情報である種類別の排出量、再生利用量、最終処分量等の
推計を行い、その状況を明らかにする。さらに、廃棄物統計については、全国統計とし
て公表されるまでに1年以上時間がかかるほか、産業廃棄物統計においては、国の統
計値と産業界等による調査結果との間に乖離が見られるなどといった問題点が指摘さ
れている。現行の廃棄物統計は、循環型社会形成推進基本計画の目標値の設定や
進捗状況の点検のために活用されており、また、京都議定書に定められた温室効果ｶﾞ
ｽ排出量削減目標の達成度を評価するためのわが国の温室効果ｶﾞｽ排出量・吸収量
(ｲﾝﾍﾞﾝﾄﾘ)算定にも用いられていることから、統計の早期化等の課題への対応が求め
られているため、現行の廃棄物統計が抱える課題を整理し、その改善策についても検
討を行う。

(1)廃棄物の広域移動の調査

金　　額

金　　額

(3)その他環境省作成資料等へ掲載する資料の作成

(2)廃棄物の種類別の循環的な利用量の推計及び評価

直接経費（消費税及び地方消費税350千円含む）

平成２１年度廃棄物の広域移動対策検討調査及び廃棄物等循環利用量実態調査委
託業務

金　　額

金　　額


